

























































































































































































































































































































































































































































































































合、後 は 弁 護 士 と 検 事 と の（判 事 立 ち 会 い の 下 で の）「量 刑 取 引（plea 
bargaining）」に依って事は決するので、裁判にはならないようなのである。つまり、
犯罪事実について争いのある場合に裁判が行われ、この事例二のように「量刑のみ」
が争点の事件はそもそも裁判にはならないのであるようだ。この辺が比較裁判制度
研究にとって、興味深いところである。
なお、本文中に注をつけて正確を期すことと、（私と同様の、専門家以外の）読
者の便を図ることを行いたかったが、紙幅の制約からできなかった。文献も本文中
に言及したものに限った。続稿で実現したい。
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